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貸 借 対 照 表 

（平成23年３月31日現在） 
（単位 千円）

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 14,317,703 

工 事 未 払 金 7,701,383 

関係会社短期借入金 2,008,693 

リ ー ス 債 務 9,547 

未 払 金 330,828 

未 払 費 用 341,811 

未 払 法 人 税 等 587,650 

未成工事受入金 1,911,395 

完成工事補償引当金 24,361 

工事損失引当金 372,069 

賞 与 引 当 金 929,581 

その他流動負債 100,381 

固 定 負 債 2,550,799 

長 期 未 払 金 21,079 

リ ー ス 債 務 11,433 

資 産 除 去 債 務 56,388 

退職給付引当金 2,461,898 

負 債 合 計 16,868,502 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 22,797,883 

資 本 金 1,091,900 

資 本 剰 余 金 742,523 

資 本 準 備 金 742,523 

利 益 剰 余 金 21,164,516 

利 益 準 備 金 272,975 

その他利益剰余金 20,891,541 

配当引当積立金 195,500 

退職給与積立金 400,000 

固定資産圧縮積立金 122,272 

別 途 積 立 金 18,700,000 

繰越利益剰余金 1,473,768 

自 己 株 式 △  201,055 

評価・換算差額等 1,002,480 

その他有価証券評価差額金 1,002,480 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

完成工事未収入金 

未成工事支出金 

材 料 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

その他流動資産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 

車 両 運 搬 具 

工具器具・備品 

リ ー ス 資 産 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

繰 延 税 金 資 産 

長 期 貸 付 金 

敷 金 保 証 金 

破産債権，更生債権等 

前 払 年 金 費 用 

長 期 未 収 入 金 

長 期 前 払 費 用 

貸 倒 引 当 金 

25,114,053

686,106

332,133

17,650,597

3,848,146

1,476,879

649,925

198

471,830

△   1,765

15,554,814

6,378,896

3,252,628

94,938

20,638

5,977

228,203

20,228

2,722,664

33,617

232,410

19,571

210,896

1,943

8,943,506

2,041,462

5,562,485

135,462

511,445

69

593,653

26,643

115,844

2,800

2,430

△  48,788 純 資 産 合 計 23,800,364 

資 産 合 計 40,668,867 負債・純資産合計 40,668,867 
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損 益 計 算 書 

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

（単位 千円） 

 
科 目 金 額 

完 成 工 事 高 44,449,854 

完 成 工 事 原 価 39,118,420 

完 成 工 事 総 利 益 5,331,434 

販売費及び一般管理費 4,283,119 

営 業 利 益 1,048,314 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 ・ 配 当 金 126,268  

受 取 地 代 家 賃 50,793  

そ の 他 営 業 外 収 益 98,540 275,601 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 21,117  

そ の 他 営 業 外 費 用 21,843 42,960 

経 常 利 益 1,280,955 

特 別 利 益  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 97,699  

固 定 資 産 売 却 益 330,639 428,338 

特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損 10,649  

固 定 資 産 除 却 損 24,850  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 34,037  

そ の 他 特 別 損 失 655 70,192 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,639,101 

法人税・住民税及び事業税 590,076  

法 人 税 等 調 整 額 103,294 693,370 

当 期 純 利 益 945,730 
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株主資本等変動計算書 

平成22年４月１日から 
平成23年３月31日まで 

（単位 千円） 

 株 主 資 本 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金  
資本金

資 本
準 備 金

資 本 
剰 余 金 
合 計 

利 益 
準 備 金 配当引当

積 立 金
退職給与
積 立 金

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計

自己株式 
株主資本 
合 計 

平 成 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,091,900 742,523 742,523 272,975 195,500 400,000 ― 18,200,000 1,221,721 20,290,196 △201,055 21,923,563 

事 業 年 度 中 の 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当   △  71,410 △  71,410  △  71,410 

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

  122,272 △ 122,272   

別 途 積 立 金 の 積 立   500,000 △ 500,000   

当 期 純 利 益   945,730 945,730  945,730 

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

    

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － － 122,272 500,000 252,047 874,320 － 874,320 

平 成 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,091,900 742,523 742,523 272,975 195,500 400,000 122,272 18,700,000 1,473,768 21,164,516 △201,055 22,797,883 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等       

 
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

純資産合計
      

平 成 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,383,548 1,383,548 23,307,112   

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当  △  71,410   

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

   

別 途 積 立 金 の 積 立    

当 期 純 利 益  945,730   

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

△ 381,067 △ 381,067 △  381,067   

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △ 381,067 △ 381,067 493,252   

平 成 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,002,480 1,002,480 23,800,364   
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

・子会社及び関連会社株式   移動平均法による原価法 

・そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの       期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの       移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・未成工事支出金       個別法による原価法 

・材 料 貯 蔵 品       先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

定率法によっています。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法によっています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物…………………３～50年 

構 築 物…………………２～50年 

機 械 装 置…………………６～17年 

車 両 運 搬 具…………………２～６年 

工具器具・備品…………………２～20年 

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価

償却資産については、３年間で均等償却していま

す。 

② 無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

定額法によっています。 

なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一基準によっています。ただし、自社利

用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっています。 

③ 長 期 前 払 費 用     均等償却をしています。 

なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一基準によっています。 
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④ リ ー ス 資 産      

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっています。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しています。 

② 完成工事補償引当金     完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当

事業年度末に至る１年間の完成工事高に対する将

来の見積補償額に基づいて計上しています。 

③ 工 事 損 失 引 当 金     受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業

年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることができる工

事について、損失見込額を計上しています。 

④ 賞 与 引 当 金     従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、

過去の支給実績を勘案し、負担すべき実際支給見

込額を計上しています。 

⑤ 退 職 給 付 引 当 金     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（14年）にわたり均等

償却しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとして

います。 

(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 



 

  
 

 

 

 

 

 

(29) ／ 2011/06/01 20:52 (2011/05/30 21:12) ／ wk_10728342_03_osx新生テクノス様_招集_貸借対照表_P.doc 

 

(6) 会計方針の変更 

（資産除去債務に関する会計基準等） 

当事業年度から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号（平成

20年３月31日（企業会計基準委員会）））及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号（平成20年３月31日（企業会計基準委員

会）））を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ5,418千円、税引前当期純利益は

39,456千円減少しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産 

 建     物 114,669千円 

 土     地 96,588千円 

 計 211,258千円 

上記の資産は、当座借越契約（極度額500,000千円）の担保に供しています。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,780,795千円 

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は次のとおりです。 

① 短期金銭債権 12,773,125千円 

② 短期金銭債務 184,320千円 

(4) 取締役・監査役に対する金銭債務は次のとおりです。 

長期金銭債務 14,919千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 売  上  高 32,275,767千円 

② 仕  入  高 1,172,056千円 

③ 営業取引以外の取引高 6,288千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 365千株 －千株 －千株 365千株 
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５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

(1) 流 動 資 産 

賞 与 引 当 金 378,339千円

工事損失引当金 151,432千円

未 払 事 業 税 50,122千円

未払社会保険料 50,262千円

そ の 他 19,768千円

計 649,925千円

(2) 固 定 資 産 

退職給付引当金 1,755,859千円

出資金評価損 19,122千円

貸倒引当金超過額 17,695千円

資産除去債務 22,950千円

そ の 他 42,345千円

評価性引当額 △  85,006千円

計 1,772,967千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △1,261,522千円

純額 511,445千円

繰延税金資産合計 1,161,370千円

 

（繰延税金負債） 

固 定 負 債 
退職給付信託設定益 △ 430,970千円

前払年金費用 △  47,148千円

固定資産圧縮積立金 △  83,920千円

資産除去費用 △  11,438千円

その他有価証券評価差額金 △ 688,043千円

計 △1,261,522千円

繰延税金資産（固定）との相殺 1,261,522千円

繰延税金負債合計 －千円
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６．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

関 係 内 容 

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割合(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目 
期末残高 
( 千 円 ) 

完成工事
未収入金 

12,773,125 
電気工事
等の受注

32,275,767
未成工事
受 入 金 

1,145,318 

C M S （注）１
関係会社短期 
借 入 金 

2,008,693 

出 向 者
人 件 費

814,995 未払費用 57,918 

その他
の関係
会 社 

東海旅客鉄
道㈱ 

112,000,000 鉄道事業 （23.2） 兼任１
受 注
工事の
施 工

― ―
関係会社
株 式 

5,538,895 

(2) 子 会 社 等 

関 係 内 容 

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割合(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目 
期末残高 
( 千 円 ) 

未払費用 2,398 
子会社 

㈱ジェイ・
メンテ浜松

10,000 設備工事業 85.0 兼任３
電気工事
の 外 注

当社受注
工 事 の
施 工

184,237
工事未払金 37,230 

(3) 兄 弟 会 社 等 

関 係 内 容 

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割合(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目 
期末残高 
( 千 円 ) 

完成工事
未収入金 

844,778 その他 
の関係 
会社の 
子会社 

東 京 ス テ ー
ション開発㈱

―
テナントの
管理・運営

― ― 
受 注
工事の
施 工

電気工事
等の受注

420,917
未成工事
受 入 金 

53 

（注）１ 当社は、東海旅客鉄道株式会社と「金銭消費貸借基本契約」を締結しており、

ＪＲ東海グループ会社相互の余剰資金の融通の仕組みであるCMS（キャッ

シュ・マネージメント・システム）を利用しております。そのため、当社の東

海旅客鉄道株式会社に対する短期貸付金又は短期借入金の残高は日々変動して

おります。 

２ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消

費税等を含んでいます。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記の取引については、それぞれ一般取引と同様に適正な価格で決定しており

ます。 
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７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 2,333円３銭 

(2) １株当たり当期純利益 92円70銭 

 

８．その他の注記 

（退 職 給 付 関 係） 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度及び退職一時金

制度を設けています。 

なお、規約型確定給付企業年金制度及び退職一時金制度において、退職給付信託

を設定しています。 

(2) 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 △6,075,859千円

② 未認識過去勤務債務 △ 173,202千円

③ 未認識数理計算上の差異 1,691,590千円

④ 年 金 資 産（退職給付信託を含む） 2,211,417千円

差   引 △2,346,054千円

⑤ 前払年金費用 115,844千円

⑥ 退職給付引当金 △2,461,898千円

(3) 退職給付費用に関する事項 

① 勤 務 費 用 313,765千円

② 利 息 費 用 126,771千円

③ 期待運用収益 △  68,061千円

④ 過去勤務債務の費用処理額 △  14,637千円

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 283,875千円

⑥ 退職給付費用 641,713千円

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割 引 率 2.0％

③ 期待運用収益率（企業年金） 4.5％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 14年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数にわたり均等償却しており

ます。） 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 14年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額を費用処理す

る方法。ただし、翌事業年度から費用処理することとしています。） 
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